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1.はじめに
多くの先進国が低出生力に困惑しているのに対し，多数の発展途上国において，高い出生力は必
ずしも好ましいものと受け取られていない。高出生力が一人当り消費水準を低下させるために，貧
困や飢餓が発生し，それが教育制度の充実を困難にすると考えられていることが，その理由である。
この高出生力の要因としては， Mueller (1984)などが主張しているように，家計内の子供の労働力
による所得上昇，あるいは DeVos (1985)， Vlassoff (1979， 1980)などによる老後すなわち退職期
における子供からの援助などがあげられている 1)。
本稿の分析では，上記の結果を考麗し，家計内就労者は子供の労働力による所得増加が可能であ
り，そして老後に子供から援助を受けると仮定し，このとき直面するであろう所得不確実性を明示
的に取り扱う。出生力すなわち人口成長率を経済成長モデルのなかで内生的に取り扱う試みは
Razin & Ben-Zion (1975) ， Razin & Yuen (1995)などで行われているが.本稿ではこれまでの多
期間資産決定モデルの枠組みに従いつつ，被養育期，就労期(あるいは養育期)，そして退職期が存
在し，各世代は就労期間においてのみ事前的に確定できない所得を毎期獲得すると仮定する。通常，
1 )彼等は子供の養育費用の方が子供の労働所得よりも大きいことを理由に，子供の労働力による所待上昇を要因とする
Mueller (1984)などとは異なる立場，すなわち退職期に子供の援助を期待することが高出生カの要因であるとしている。
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このような枠組みの下で不確実性は経済主体の生存期間に対して導入され， Champernowne 
(1969) ， Levhari & Leonard (1977) ， Hurd (1989)などが興味深い分析を行っている。また経済成
長モデルに生存期間と所得，双方の不確実性を取り入れた代表的な分析として Caballero(1990， 
1991)などがある。しかしながら，最初に述べたように，本稿においては分析の見通しをより良く
するために不確実性は所得のみに発生すると仮定する 2)。この所得不確実性の導入は出生力にどの
ような影響を及ぼし，また子供の労働力による所得増加や退職期における子供からの援助とどのよ
うに係わっているのだろうか。本稿の主旨は，この点について若干の考察を加えることにある。
次節ではモデルについて基本的な説明を行い，第 3節では，このモデルから最適出生力を導出す
る。さらに第4節ではこの結果について図を用いて解説する。最終節では，結果の要約と今後の課
題が述べられている。
2.モデルについて
本稿で利用するモデルについて簡単に説明したい。危険回避者 (risk-averter)である各家計の多
期間にわたる効用を次の(1)式のように仮定する。ただし E。は期待値オベレータである。
ここで，各期の効用 U (1期日から 2T期日までの効用)は各期の消費量qと子供の数nから成
り，各効用は l/(l+d)によって割り引かれている(従って6は時間選好率である)。すなわち各家
計は消費水準とそれを享受する者(子供すなわち次世代)が多い方を好むということである。また，
この経済主体は当該期における消費水準と子供数のどちらをより重視するのか， αとHの値により
決定されている。
(l)UWo)=mdoZ|古 exp[ -(叫+μ)] (l+ d) 1-t1 
lct ~:'! 1==1 ~ u.p .1 
ここで初期資産 w。の下で利子率 T，退職者への所得移転率m，子供への消費配分率mc' さらに
子供 1人当たりの出生費用/を用いると，前述の所得不確実性を明示的に考慮した予算制約は以下
のようになる。ただしYtはt期の所得であり，それは撹乱項 Goを含むために当該者は事前的に実現
値を知り得ない。また，簡単化のために第 1期目のみを出生可能期間と仮定する 3)。このとき第 1
期の予算制約は次式(2)のようになる。
2 )生存期間への不確実性導入の詳細については，上述の論文Caballero(1990， 1991)を参照のこと。
3 )ここで多期間にわたる出生可能期を仮定するのが妥当かもしれないが，結果の見通しを明瞭にするために，ここでは第 1
期のみを出生可能織としている。しかしながら，この仮定は本稿の結果に本質的な遠いをもたらすことはない。就労期の前
半部分に出生可能期の存在を仮定していることが，重要な点である。
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(2) W1= (1 + r)wo + (1-m)Y1 -c1 β1.ただしY1= Yo + eo・
さらに，ここで子供の労働による所得を仮定する。ただしdは親の労働力に対する割引率で.0三d
くIである。したがって，d=Oのとき子供の労働所得は存在しないことになる。このとき第2期か
ら第T期までの就労期間の予算制約は次式(3)になる。
(3) wt = (1+ r)wt _ 1 + (1-m -m)Yt + dytn -ct (t = 2，…， T). 
ただしYt+ 1 = Yt + e t(t = 1，…，T -1). 
また，第 T+1期から第 2T期までを退職期間と仮定し，その消費は就労期間内に蓄積した資産と
就労期内にある次世代からの援助すなわち所得移転を用いると仮定する。このとき退職期間内の予
算制約は次の式で表される。ただし簡単化のために最後の第 2T期での資産蓄積量はw2T=0と仮
定している。
(4)ωt = (1 + r)ωt -1 + mytn -ct (t = T + 1，…，2T). 
ただしYt+ 1= Yt +ん(t= T，…，2T-1). 
上式で表される就労期から退職期までの総効用 U(wo)を最大化するような資産蓄積経路ならびに
最適出生力を求めるために， (8)出生可能な就労期間， (b)子供の労働所得が存在する(あるいは存在
しない)就労期間，そして(c)就労期にある次世代の援助が存在する(あるいは存在しない)退職期
間の 3期間に分ける。このとき前述の最大化問題は以下のように分割される。
(8) 出生可能な就労期間(第1期)においては Woとw1を所与として，
作) u(ωo. Wj) = maxEo [一方叫[一 (αCt+μ)]J
s. t. W1= (l+r)wo+ (l-m)Yj-C1ール，
Yl =Yo + io・
(b) 就労期間(第2期~第T期)においてはw1とwTを所与として，
(6) u(w川 =m~lXEof_ i合町[-(αCt+ sn)J (1 + d )1-t1 Icに2222 」 U 戸 4
s. t. w1 = (1+r)wt-1 + (l-m)Yt-Ct' 
Yt+l =Yt+乙.
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(c) 退職期間(第T+l期~第2T期)においては WTを所与として，
(7)uW=max E2|-J万町[-(叫ゆ)] (l+ d) l-t1 
lctl:T+/=P'll. v.p 
.J 
s. t. Wt= (l+r)wt-1+mYtn-cl' 
Yt+l =Yt+乙，w2T=O. 
これら 2T期間の効用の総和である以下の(8)式は， ωlならびに WTを所与として(1)式を最大化した
ものである。
(8) U(wo) =U(WO' W1) +U(W1• WT) +u(wT) 
3.最適出生力の導出
本節では，前節において定義された各期間について最大化問題を解く。
(8) 出生可能な就労期間
不確実な所得YP)に対して.Eoexp [ α(l-m)y1(io)J =一α(l-m)yo+α2(l-m)2σ2/2が成立
する。したがって，このとき W1を所与としたときの第 1期目の期待効用は，次の(9)式で表される。
同 U(WO• W1) =Eo [一方exp[ -(α付制]] 
=方向[α [(l+r)woψ -W1+ (l-m)yo α(l-m)2σ2/2J一向]
(b) 就労期間(第 2期~第 T期)
このとき(6)式に関するベルマン方程式 (Bellmanequation) と以下の 1階条件，
な0) .1.=よ土r-E. ..1..~， t l+d ~tHt+1 
(1) A t = exp [αct-snJI s. 
ならびに包絡線定理 (envelopetheorem)を利用して，次式仰のオイラ一方程式 (Eulerequation)が得
られる。
唱 1(12) 閃[一 αct-pn]=EfEtexp[αCt-l-snJ 
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ここで(6)式の予算制約式を利用すると，以下の式が直ちに得られる。
r 1 . (1 +r ¥ ヮ 1
(13) CT-Ct=YT-Yt+ (T-t) l ais1叫τi)+α(1-m -mc + d) 2σ刈
r 1 . {1 + r ¥. " .， ? ?，~ 1 
(14) Ct= (1 +r)WT-I ω内 (T-t)lais 10判官i)+α(1-m -m， + d) 2σ判
ここで l/(l+r)= Rとする。
同 Wt-1-RWt=WTーI-RWT-R(T一川方叫百九十 α(l-m-m(+山 212]
(16) wt-] = 
-KWT R r ，~.， R 1 r 1 { 1 ¥." .，? ?，~ 1 
C(lIR)t +丘宇言一一下Rl (T-t)一百Jほ l州五τ剖 +(l-m-mc叫 2σ2/2J. 
さらに t= T，すなわち叫 1=WT_1のとき，
WT-1-RwT { R ¥2r 1 ( 1 ¥." . ，? ?，~l 
(川町=C(1/R)t+4て「ぺτ引 lais log¥玉石司)+ (l-m -mc +d)2σ212 J.
l-RT+I-t R(l-RT-t) 
(1紛 W，_. =一一一一一一1-R WT-1- 1-R 
R[R-(l-R) (T-t) -RT+I-t] r 1 . ( 1 . ¥ ， 1. ， .¥? ?，^ 1 |一一 logl一一一一一)+ (1-m -m( + d) 2σ2/21 (1-R) 2 Lα9 引 R(1 + d) J 'U fft fft(' UJ U / '"J 
ここで(15)式に(18)式を代入すると就労期間(第2期~第T期)の最適消費量が，以下のように得られ
る。このとき t期(第2期~第T期)の資産蓄積量は側式で表される。
1-R r1 ~~. 1 
(1効 Ct=下FτilR wt_1-RT切 TJ+ (l-m)Yt 
[R(T+ 1-t)RT+Itlr1.f 1 ¥ 
一一 11~log( n/，" <¥ )+(l-mー い)2 0' 2/2] 1-R 1-RT+ト t J Lα。話¥R(l+d)}
1-RT-t . (1-R)RT-t 
仰) ω=一一一一-::-;-W1-RT+I-t ~t-I' 1-RT+I-t 
r R (T+ 1-t)RT+I-t 1 r 1 { 1 ¥， 1. ， .¥? ? '^ 1 1一一 I I一一 10疋(vr，-'_. ，n ) +(l-m -m，+d)2 0'2121 L 1 -R 1 -RT+ I-t JLαF 話¥R{l+d)J'¥i '" "'' U/ U ''J 
上式を利用し，第2期から第T期における Wtの蓄積過程を表す次式倒が導出され，第2期日の消
費量凶式が得られる。
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位1)
(2) 
1-RT~t . RT~t-RT~1 
WI ="' Tl'1" 1 WT -r ， Tl'1"_' W t 1 -RT~ 1 wl' 1-RTー1 wT
+古[(T-l)ド軒町)][ム log(卜一」同)+川(1十 C+吋ザdα7f log~ R(l +15 } 
l-R rl ~_~ 1 
Cz=τF丁lRω1-RT~2WrJ + (l-m)Y2 
-h-今一 (112Rl][古叫百勺)) +(1-m -mc + d) 2σ2/2 
以上の結果より(b)就労期間(第2期~第T期)の効用 U(W1， WT)が求められる。
位訪 内叶
+yo[TZE-阜県北方叫
(c) 退職期間(第 T+l期~第2T期)
前節の仮定より，退職期間における消費は， それまで貯えた資産と就労期間内にある次世代から
の所得移転から成る。 このとき次世代の所得にも不確実性が存在し，次式似)を用いると，凶式が得
られる。
(24) Etexp[一αmYt+l(乙)nJ=αmYtn+ (αmn)2σ2/2 
包5) 1-R r R (2T+ l-t)R2T+l t 1 r 1 ，/ 1 ¥. 0 0 0 In 1 Ct =R(l-R2T+lサ Wt-l +mYtn-l1~R - ，~~ i~R;~:'I~t J la"s log~R(l~ð))+仇2σ212J
ここで(b)就労期間(第2期~第T期)の制式を利用すると叫に関する蓄積過程を表す次式闘が導
出され， (T+ 1)期目の消費量制式が得られる。
。 l-R2T~t R r >T RT-R2T~t I~ .¥1 r 1 / 1 ¥. 00 o/n1 r 寸ヲTWT+τ古川寸二F一 (T-t)Jla.Ls log~R(l~訂 ) +m仙沼J
('l7) 1 -R r R TRT 1 r 1 ， / 1 ¥."" 0 ，n 1 CT+l 五百弓オ wT+n仰 -lτR τI?rJ lτs log~五τ訂) +m2n2σ2/2 J 
以上の結果より， (c)退職期間(第 T+l期~第2T期)の効用 U(WT)が求められる。
(28) デ l-RT 1 r r l-R U (WT) = -(1 + 15) ~ T下子万 expl-αlR(τ百 WT
+mYon -(古-τ寄)[方叫百出)+ m2n2 (J 2/2] -Tm2n2 (J z /2] -s nJ
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(d) 全期間(第 I期~第 2T期)
出生可能な就労期間の期待効用 U(wo' wjキ)と就労期間の期待効用 U(Wj*，WT)から wl'が得られ，
第l期から第T期までの期待効用 U(WO' WT)は以下のようになる。
(29) U (WO・WT)=U(WO， Wj*) +U(Wj*. WT) 
1-RT 1 I r 1-R ( 1 ~_・ r ¥ 
- 1-R a s exp LαLτヲ T¥ RWo-J(J-JwT-Jn) 
+日
上の倒式と退職期間の効用から Z41T*が得られ，第 T+l期から第2T期までの期待効用は次式倒に
より表される。
一TよニRT_1_ ~.._ i _ N I 1 -R 側 U(WT *) = -(l + d ) -1 ~1 -'R αs exp l-a R (R2可 (Wo-Rfn) 
1 -RT r ，_ I 1 TRT ¥ ，_ '"? _1 τR2T l (l-m)yo一(下五-l'~ Ì?T) (l-m)2σ判
RT (1 -RT) r (l TRT ¥ ?? ?，~ 1 -τで予t-'-lmYon一¥1士五-l--=RT) m21向 212J 
+[事長(古デー 昌子)+ (高デ一古)J方叫前知)IμJ. 
したがって，出生可能な就労期以降すなわち第 1期から最後の第 2T期までの総期待効用 U(初。)
は次式のようになる。
。1) U(ω。)=U(ω0・WT*)+U(WT*) 
=山一Td恭子方exp[-α|討手ォ (Wo助)
1-RT r ，_ I 1 TRT ¥ (1-m)2ασ2 1 +下R2Tl (l-m)yo一(下五一下I?r)，~ ""2 ~ V J 
+ RT .(l-:.l!.T) r mv^n _ ( -.--l-n-_ _TR~_ I m2n~ ασ~ 1 一寸てR2T L mYon -¥ 1二五 TτRT J一一三一一」
+(1~~2T - l~R -T) ~ IOg(R(l~ð))!-ßnl TでFτ )a lo¥百τ訂 sJ
この結果より，最適出生力は以下の 1階条件(ならびに 2階条件)を満たじている。
(32) d U(い )/dn=1-α庁長 [RT[myo-(古一書T)α仇 σ2J 
+(l-m-mc+d)yo-(廿王丹市[(l-m)d+d2nJσ442Z]-pi
X U(Wo• n) =0 
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したがって，この家計の最適出生数がが上式より得られ，以下の結果が得られる。
δn*(σ2) > _ . . > 
(*)一五百τ一二ご o~ d <j (m， m"R，yo' T.j，α，s) • 
次節では，上記の結果について図を利用し考察を加える。
4.所得不確実性と出生力
前節で得られた最適出生力ならびに所得不確実性との関係について， 2つのケースが得られる。
以下では各々のケースについて図を用いて説明を加える。
結果 1)下の図 1一1において縦軸は各期の期待所得E[yo + &oJ，横軸は所得の分散値σ2を表して
いる。また曲線nはなど出生力曲線 (iso:ルバilかcurve)であり，それらの曲線上では同ーの出生力が
得られる。このとき上方に位置するなど出生力曲線がより高い出生力を表し，下図においては
n
j
>幻2>叫が成立している。したがって所与の期待所得に対して所得の分散値σ2の増大は最適出生
力を低下させることが分かる。また効用関数の仮定から推察されるように期待所得の増加は最適出
生力を上昇させる。
このとき，この家計の最適出生力と期待される資産蓄積過程は，次の図 1-2によって示されて
いる。ただし縦軸は資産ストック叫と最適出生力 n*，横軸は期間tを表している。さらに 2つの
曲線は所得の分散値σ2が高いケース (σ2=H) と低いケース(ポ=L)について得られたものであ
る。この図から分かるように，所得不確実性の増大すなわち分散値の増大は，就労期前半の資産蓄
図1-1
E[yo+主。]
n] 
n2 
n3 
n]>n2>n3 
。 。2
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積を促し，その結果，退職期直前の資産ストック ω権は，W叫に比較すると，低い値をとることに
なる。つまりこの家計は危険回避者 (risk-averter)であるために，就労期前半の資産を増加させるこ
とにより，リスクに対処しているのである。それゆえ就労期の前半に出生力を持つこの経済主体は，
出生力を低下させることにより最適化を図ることになる。そして，このことが最初の図 1ー 1の状
況を発生させている。ただしこの結果は子供の労働効率d(O<dく 1) の値が十分小さいケースにお
いて生じる。
結果2)下の図2-1において，前述の結果 1と同様に縦軸は各期の期待所得E[Yo + EoJ，横軸は所
得の分散値σ2を表し，各曲線nはなど出生力曲線である。このとき上方に位置するなど出生力曲
線がより高い出生力を表し，下図においては n]>n2>叫が成立している。しかしながらこの結果は
前の結果と異なり，所与の期待所得に対して所得の分散値ポの増大は最適出生力を上昇させる。
図2-1
E[yo+EoJ 
n1>n2>n3 
ノーー -n 1 ノノ〆
ノ
ノ
ノ
/ 
/ 
---一一一一一一一ー n3 。 σ2 
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図2-2
nホ，W， 
σ2=H 
σ2=L 
n* 
Wo 
n*申
。
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これはこの図の各出生力曲線を横切る点線で確認できる。また期待所得の増加は， 同様に最適出生
力を上昇させる。
前節と同様に，家計の期待される資産蓄積過程を図示化することにより， 上記の最適出生力と分
散値の関係について調べる。 これは上の図 2ー 2において示されている。ただし縦軸は資産ストッ
クW
f
と最適出生力 n*，横軸は期間Iを表している。 さらに前述の結果と同様に 2つの曲線は所得
の分散値σ2が高いケース (σ2=H) と低いケース (σ2=L)について得られたものである。上の図
2-2は，所得不確実性の増大すなわち分散値の増大が，就労期前半の資産蓄積を促し， その結果，
退職期直前の資産ストック W本は，W村に比較すると，低い値をとることになる。 しかしながら危険
回避者であるこの家計は，子供の労働力を利用することにより就労期前半の資産を上昇させる。す
なわち最初の結果 1とリスクに対処する方法が異なっている。前者のケースでは出生力を低下させ
資産蓄積を増加させるのに対しここでは子供の労働力を利用することにより資産蓄積を上昇させ，
そのリスクに対応している。 したがって所得の分散値σ2の増大は，就労期の前半に出生力を持つ
この経済主体の出生力を上昇させる。 このことが分散値の効果を結果 1と逆に作用させ，最初の図
2-1の様な状態をもたらしている。ただしこの結果は子供の労働効率d(Oくdく 1)の値が十分大き
いケースにおいて得られる。
5. おわりに
本稿の主要な目的は，家計内就労者が子供の労働力による所得増加と老後に子供から援助を受け
ることが可能であると仮定し， このとき直面するであろう所得不確実性は出生力にどのような影響
を及ぼし，子供の労働力による所得増加や退職期における子供からの援助とどのように係わってい
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所得不確実性，出生カ，および資産
るのか考察することにあった。得られた諸結果の一部は以下の通りである。
( i )期待所得の分散値の増大が就労期前半の資産蓄積を増加させ，出生力の増加は養育費用を伴
うので，その結果，所得不確実性の増大は出生力を低下させる。このとき危険回避者であるこの
経済主体は効用を低下させる。
(益)期待所得の分散値の増大が就労期前半の資産蓄積を増加させるが，このとき子供の労働力を
利用することにより家計内所得を上昇させるため，その結果，所得不確実性の増大は出生力を上
昇させる。このとき危険回避者であるこの経済主体は効用を低下させる。
以上の様な結果が得られるのは，子供の労働効率(あるいはその社会において制度的に子供の労働が是
認されているかどうか)の程度により，所得不確実性の存在が異なった効果を与えるからである。
効用関数の相対的危険回避度一定の仮定の下では結果のみならず含意も不鮮明なものになるため
本稿では絶対的危険回避度一定の仮定を置いた。しかしながら，前者の仮定の下でも不確実性を伴
う所得の分散値は各々の効果を通して危険回避者である家計に同様の影響を与えるであろう。結果
の一般性についてはさらに分析を加える必要があるものの，将来の所得が確定しない状況下におけ
る出生力の低下ならびに上昇を考える上で，本稿の結果は興味深い示唆を与えていると思われる。
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